
新十津川町建設工事の前金払に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）附則第７条第１項の規

定による公共工事に要する経費の前金払について、法令その他別に定めがあるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （対象） 

第２条 地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号。以下「省令」という。）附則第

３条第１項の規定による前金払の対象は、新十津川町財務規則（平成12年新十津川町

規則第36号）第96条第１項に規定する工事とする。 

２ 省令附則第３条第３項の規定による既にした前金払に追加してする前金払（以下「中

間前金払」という。）の対象は、新十津川町財務規則第99条第１項に規定する工事であ

って、次の各号の要件を全て満たすものとする。 

（１）当該工事について、既に前金払を受けていること。 

（２）工事期間の２分の１を経過していること。 

（３）工事工程表により工事期間の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされて

いる当該工事に係る作業が行われていること。 

（４）既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が契約金額の２分の１以上の額に

相当するものであること。 

 （割合） 

第３条 前条第１項の前金払の割合は、契約金額の４割以内とする。 

２ 前条第２項の中間前金払の割合は、契約金額の２割以内とする。ただし、中間前金

払をした後の前金払の合計額は、契約金額の６割を超えてはならないものとする。 

 （手続） 

第４条 受注者は、前金払及び中間前金払を受けようとするときは、公共工事の前払金

保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会社

と保証契約を締結し、保証証書を町に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により中間前金払を受けようとするときは、あらかじめ、中

間前金払認定請求書（別記様式第１号）に工事履行報告書（別記様式第２号）を添え

て町長に提出し認定を受けなければならない。 

３ 町長は、前項の請求書を受理したときは、その受理した日から起算して７日以内に

当該認定の可否について決定し、中間前金払認定（不認定）通知書（別記様式第３号）

により、受注者に通知するものとする。 

（変更等） 

第５条 町長は、設計変更等により契約金額に著しい変更があったときは、前金払及び

中間前金払の額を変更することができる。 

２ 町長は、前項の規定により、前金払及び中間前金払の額を変更しようとするときは、

受注者に当該変更に係る保証証書を寄託させなければならない。 

 （使用等） 

第６条 受注者は、支払われた前金払及び中間前金払を当該工事における省令第３条第



１項に定められた経費以外の支払に充当してはならない。 

 （債務負担行為及び継続費に係る特例） 

第７条 債務負担行為及び継続費に係る契約における前金払及び中間前金払は、当該契

約に基づく各会計年度のでき形部分等予定額に第３条の割合を乗じて得た金額の範囲

内とする。この場合において、第２条第２項中「工事期間」とあるのは「当該会計年

度の工事期間」と、同項、第３条及び第５条第１項中「契約金額」とあるのは「当該

会計年度のでき形部分等予定額」と読み替えるものとする。ただし、次の各号のいず

れかに該当するときは、当該年度における前金払及び中間前金払をしないことができ

るものとする。 

（１）契約を締結した年度で、当該年度中におけるでき形部分等予定額が見込まれない

とき。 

（２）契約を締結した年度で、予算執行の都合上、当該年度内に前金払及び中間前金払

をすることができないとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、町長が適用しないものと認めたとき。 

 （返還） 

第８条 前金払及び中間前金払を受けた受注者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、既に支払われた前金払及び中間前金払の全部又は一部を返還しなければならない。 

（１）第４条第１項の保証契約が解除されたとき。 

（２）町との当該前金払に係る契約が解除されたとき。 

（３）前金払を第６条に定められた経費以外の支払に充てたとき。 

 （委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

  



別記様式第１号（第４条関係） 

 

                               年  月  日 

 

中間前金払認定請求書 

 

 新十津川町長         様 

 

              受注者 住    所                

      商号又は名称                

      代 表 者 氏 名            印   

 

 次の工事について、新十津川町建設工事の前金払に関する要綱第４条第２項の規定に

基づき、中間前金払の認定を請求します。 

工 事 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額  

前 金 払 額 

（受領済金額） 
 

中 間 前 金 払 額 

（請求予定金額） 
 

工 事 期 間  

 備考 工事履行報告書（別記様式第２号）を添付すること。 

  



別記様式第２号（第４条関係） 

 

工事履行報告書 

  

工 事 名  

工 事 期 間   年  月  日から  年  月  日まで 

確 認 者 工事監督員氏名           印 

作 成 者 現場代理人氏名           印 

基 準 日 
年  月  日現在 

（工事期間の２分の１経過日   年  月  日） 

契 約 金 額 
金            円 

（うち消費税及び地方消費税 金        円） 

工 種 等 
構成比 

（％） 

予定工程 

（％） 

実施工程 

（％） 

出来高金額 

（円） 
備   考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

小 計 100％     

消費税及び地方消費税  契 約 金 額 

と の 比 率 

（  ）％ 合計金額  

 



別記様式第３号（第４条関係） 

 

                               年  月  日 

 

中間前金払認定（不認定）通知書 

 

           様 

 

 

        新十津川町長          印 

 

    年  月  日付で請求のありました中間前金払の認定結果について、新十津

川町建設工事の前金払に関する要綱第４条第３項の規定に基づき、次のとおり通知しま

す。 

認 定 区 分 
□要件を満たしていると認定します。 

□要件を満たしていないため、不認定とします。 

不 認 定 の 理 由  

工 事 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額  

前 金 払 額 

（受領済金額） 
 

中 間 前 金 払 額 

（請求可能金額） 
 

工 事 期 間  

 

 


